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これまで長い年月をかけて、さまざまな公益企業が、メーター /ネットワー
ク /顧客サービスの堅牢なインフラを整備してきました。そして、それを
支えてきたのは、明確に定義された作業ルーチンや機能を実現するよ
うに設計されたプロセスやシステムです。従来型のメーターは、最大 40
年程度の寿命を持つといわれ、この分野における定番機器として今な
お使用され続けています。こうしたテクノロジーは、価格の統制、エネ
ルギー資源の入手のしやすさ、インフラの十分な能力などが重視される、
規制の厳しいエネルギー /公益事業市場のニーズに応えてきたのです。
「古い」テクノロジーが相応の理由をもって新しいテクノロジーの出現を
阻んできたわけですが、これは技術の進歩の中では稀有な例でしょう。

ところが、こうした状況は変化しつつあります。資源やインフラに余裕が
なくなりつつあり、非弾力的な需要によって収益の拡大が抑えられてい
ます。公益企業は短期間でコストを削減する方法を検討するだけでなく、
新しい法規制に適応して、自由化された市場における顧客獲得の道を
探る必要があります。

こうした課題に対処するために、検針 /顧客サービスインフラに適用で
きる次世代のテクノロジーが、「高性能メーター基盤（Advanced Meter 
Infrastructure：AMI）」です。一般に「破壊的イノベーション」として考
えられることの多いAMIの実態は、複数領域にまたがる一連のコンポ
ジットアプリケーションテクノロジーであると言えます。このテクノロジー
では、プロセス指向データ交換基盤に公開したエンタープライズサービ
スを使用して、企業内外の検針システムとエンタープライズアプリケーショ
ンの間で双方向通信を実現します。AMIは公益企業の資産と商品の管
理手法に影響を及ぼすものですが、このホワイトペーパーでは、AMI
が公益企業による販売 /顧客サービスの業務プロセス革新に役立つ機
能を備えている点に注目しています。具体的には、AMIに移行すること
により、収益と需要の最適化、顧客サービスのコスト効率の改善、さらに
は、エネルギー供給業者とインフラ運用者をつなぐ新しいビジネスネット
ワークを活用して、市場の効率性向上とデータ交換の自動化を実現する
ことができます。

AMIのビジネスケースは地域ごとに異なります。たとえば、北米とヨー
ロッパの公益事業市場を比べてみると、配電およびメーターインフラの
設計、法規制の枠組み、負荷容量、使用量のパターン、運用コスト、収
益に大きな違いがあります。しかし、AMIテクノロジーは、さまざまな要
件に合わせて幅広く利用できます。このことは、北米とヨーロッパで見ら
れる動きからも明らかです。これら2つの地域では、資源と供給能力の
制限や、選択肢や柔軟性の増大を求める顧客の声の高まりに対応する
ため、公益企業や立法機関が対策を講じていますが、それに伴って、
AMIベースのテクノロジーへの移行が急速に進んでいます。事実、ス
ウェーデン、オンタリオ州（カナダ）、ビクトリア州（オーストラリア）では、そ
れぞれ 2007年、2009年、2011年を期限としたAMIの導入が義務化さ
れており、AMIに関する取り組みをすでに開始しています。

ただし、それぞれの市場の要件がどのようなものであれ、順応性の高
い IT環境がなければ、公益企業全体でAMIの導入を実施するのは困
難です。そこで登場するのが、エンタープライズサービス指向アーキテ
クチャー（enterprise SOA）です。enterprise SOAは、サービス指向アー
キテクチャー（SOA）の基本的能力を越えた機能を提供する、ビジネス
主導型のソフトウェアアーキテクチャーです。公益企業は、このアーキテ
クチャーを導入することで、さまざまなテクノロジーコンポーネントを
Webサービスとして IT環境内で柔軟に公開し、ソリューションを容易に
構築して、AMIをサポートできるようになります。このホワイトペーパー
では、AMIをもとにエネルギー市場で足場を固める方法と、enterprise 
SOAを使用してAMIを実現することで、公益企業が直面している新し
い未解決の市場課題に対処する方法について検討します。
 

エグゼクティブサマリー
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北米、ヨーロッパ、オーストラリアをはじめとする世界各国のエネルギー
市場は、資源節約、顧客保護、選択肢拡大による競争力強化などを求め
る顧客の声や法規制に対応するため、現在、変化を遂げつつあります。
このような状況を受けて、厳しい市場統制のもとで長年保護されてきた
公益企業は、検針 /データ交換の基盤を向上し、販売 / 顧客サービスプ
ロセスの質を高める必要に迫られています。

ところが、現在の検針 /データ交換テクノロジーでは、この課題に対応
できません。たとえば、自動検針（AMR）テクノロジーは、主に大規模な
法人顧客の検針と複雑な請求プロセスの合理化に活用されてきました。
しかし、AMRは多くの場合、単一方向の情報フローのみを処理するよ
うに実装されているため（使用量データがメーターから公益企業に送信
されるだけ）、通常はクローズドループ型のサービスや収益活動をリアル
タイムで処理する能力を備えていません。そのため、供給停止 /供給再
開プロセスや、顧客ごとにカスタマイズされたサービスの実行には非常
に時間がかかっているのが現状です。

次世代の検針/データ交換テクノロジーは、「高性能メーター基盤（AMI）」
と呼ばれています。AMIは双方向の情報フローに対応しているため、
販売部門やサービス部門の即応性が大幅に高まると期待されます。顧
客にとっても、さまざまな価格シグナルを比較し、十分な情報を得た上で、
自分に合ったエネルギー使用方針の判断を下せるようになります。

多くの公益企業は従来の検針テクノロジーに巨額の投資を行ってきた
ため、AMIに反対する意見もある程度は出てくるでしょう。しかし、現
実問題として、数十年単位の寿命を持つ従来の電気機械式メーターは、
変化の少ない寡占的な市場にしか向いていません。競争の激しい市場
への適応と需要管理への対応を求める法的な圧力の高まりを公益企業
が感じ始めれば、AMIが有効なテクノロジーとして、その溝を埋めるこ
とになるだろうと専門家は予測しています。

AMIは、Clayton M. Christensen氏がその著書『イノベーションのジレ
ンマ』で名付けた「破壊的イノベーション」の好例と言えます。Christensen
氏の言葉を要約すると、「破壊的イノベーション」とは、現行のテクノロ
ジーとは根底から異なり、パフォーマンスに弱点を秘めているにもかか
わらず、現状では放置されているニーズを満たすことができるために
市場への導入が進むテクノロジーのことを言います。AMIはまさにこ
の定義に当てはまります。旧世代のテクノロジーでは対処できなかった
ニーズを満たすこと、つまり、業務プロセスのレベルでシステム間に強
力な相互運用性を提供することを通じて、既存の検針 /データ交換手法
の問題点を浮き彫りにする存在だからです。破壊的テクノロジーのモデ
ルに基づいて考えると、公益企業の動向を予測するのは難しくありませ
ん。先細りを承知の上で既存のテクノロジーからの投資回収を長々と続
けながらも、最終的には、競争力を維持するために包括的または部分的
なAMIの導入に向けて投資するようになるでしょう。

個々の要素を詳細に分析するため、Gartner社では、AMIを異なるテ
クノロジーによってサポートされる6つの処理ステップに分割しています
（図 1）。

販売/顧客サービスプロセスの革新

処理ステップ 使用するテクノロジー

1. データの取得 メーター機器

2. データの転送 電力線通信（PLC）、無線、無線サテライト

3. データクレンジング 検証/編集/予測（VEE）ツール、
メーターデータ管理（MDM）

4. データ処理 MDM

5. 情報の保存/保持 MDM

6. 情報の配信/提供 ポータル、Webサービス、電子データ交換（EDI）、
MDM

出典：Gartner社

図 1： AMIにおける処理ステップと各ステップを支えるテクノロジー
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組織の内外を問わず、関連するあらゆるプロセスとシステムは、プロセ
ス指向データ交換基盤に公開されたエンタープライズサービスを利用
するコンポジットアプリケーションテクノロジーを通じて連携できます。そ
の結果、検針システムとエンタープライズアプリケーションとの間で双方
向通信が可能になるため、公益企業は革新的な販売 /顧客サービスプ
ロセスを構築できるようになります。

以下のセクションでは、公益企業が以下の取り組みを行う上でAMIが
どのように役立つかについて説明します。
■ 収益と需要の最適化
■ 顧客サービスのコスト効率の向上
■ エネルギー供給業者とインフラ運用者からなる新しいビジネスネット
ワーク上でのデータ交換の自動化

■ エネルギーデータの収集と検証
■ 負荷プロファイルの管理
■ エネルギーデータの集計と転送
■ フィールドサービス業務の自動化/モバイルワーカーの管理
■ インターネット等での顧客セルフサービス機能
■ 顧客の問い合わせとクレームの処理
■ 入金/回収管理
■ 供給制限および自動供給停止/供給再開

■ 市場処理アプリケーション 
（集計された使用量情報を交換/監視）

■ エネルギーデータ管理アプリケーション
■ インテグレーションブローカー

■ ポータルテクノロジー
■ コラボレーションツール

■ レポート/監査ツール
■ データ品質ツール

■ 需要への対応
■ 使用量の分析
■ 製品のモデリング/
 付加価値サービス
■ 顧客ごとにカスタマイズされた
 契約
■ リスクベースの
 顧客セグメンテーション/
 与信リスク監視
■ 前払い
■ 不正の発見
■ 複雑な請求処理：
 リアルタイムの価格設定（RTP）、
 時間帯別（TOU）料金
■ 販売分析

■ 入金/回収コストが高い
■ 障害復旧コストが高い
■ 供給停止/供給再開コストが高い
■ 検針コストが高い

■ 優れた販売/サービスを実現するため、供給業者と
 インフラ運用者の間でシステムの相互運用性を
 確保する必要がある

■ データ交換の容量、頻度、ルールの
数が増加している

■ より具体的なビジネスフォーカスと
 パートナーシップにより、協同型で
 自動化されたプロセスの導入が
 促されている

■ 資源節約と顧客保護を目的とする
 政府規制により、新たな料金設定と
 サービスが必要となっている

■ 市場に同業他社が存在し、付加価値サービスが
 認知されている

■ エネルギー需要の増加とコストの上昇により、
 エネルギーに関する責任（効率、供給源）の認知が
 高まっている

■ 収益率と収益に対する圧力により、顧客セグメンテーションの
 洗練とサービスの差別化が促されている

コスト効果の高い顧客サービス

収益と需要の
最適化

市場の効率性と自動化

販売/顧客サービスにおけるAMI
AMIは、複数の領域にまたがるコンポジットアプリケーショ
ンテクノロジーのセットです。このテクノロジーでは、プロセ
ス指向のデータ交換基盤に公開したエンタープライズサー
ビスを利用して、企業内外の検針システムとエンタープライ
ズアプリケーションとの間で双方向通信を実現します。

コ
スト
の
削
減

バリ
ュー
チェ
ーン
の分
割

需要の弾力性

要
因

目
標

機
能

機能目標要因

図 2： 販売 /顧客サービスにおけるAMI
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収益と需要の最適化
価格弾力性は、顧客が価格シグナルに対して示す反応と関わりがある
ため、経済行動の指標として、また市場において経済のルールがどのよ
うに機能しているかを示すものとして捉えることができます。一般に、価
格弾力性が高いことは好ましくありません。価格の低下が需要の増加（ま
たはその逆）につながるためです。

通常の状況では、以下のようなさまざまな理由から、エネルギーの消費
者需要曲線は非弾力的です。
■ 政府規制と公定価格
■ エネルギーに関する責任（エネルギー効率やエネルギーの供給源な
ど）と公益企業が提供する付加価値サービスの重要性に対する全体
的な認識の低さ

■ サービスの差別化に必要となる、詳細な顧客別のエネルギー使用情
報の欠如

AMIを導入しても公定価格を変更することはできませんが、販売部門
では、顧客の要望に応じた料金プログラムの作成や、より洗練された顧
客セグメンテーションに基づく差別化サービスの提供が行えるようにな
ります。また技術的な側面から言うと、AMIを導入した公益企業は、使
用量のプロファイルをリアルタイムで処理 /分析できるようになるため、さ
まざまな価格体系の導入が可能になり、需要のバランスを取り、収益率
を最適化できるようになります。顧客別の供給契約では、リアルタイムの
時間帯別（TOU）料金（季節、曜日、ピーク/オフピークの時間帯など）に
対応した複雑な課金体系をはじめ、エネルギー節約の奨励制度（省エネ
ルギーインセンティブ契約）、エネルギー品質サービス、街路照明サービ
ス、機器の制御、さらには、信用度スコアに基づくサービスレベルなど、
さまざまな基準をサポートすることができます。

さらに、リアルタイムの使用量分析をリスクベースの顧客セグメンテーショ
ンと関連付けたり、収益の確保に役立つ効果的な回収手段と結び付け
たりすることも可能になり、顧客にもエネルギーは重要な債務であるとい
う認識が広がります。また、カスタマイズされた料金設定を、カスタマイ
ズされた回収戦略と組み合わせることで、消費行動を変えることができ
ます。これは、差別化サービスの価格弾力性が高まることを意味します。
結果的に、供給業者は、収益、収益率、製品の位置付けを最適化できる
ようになります。

顧客サービスのコスト効率の向上
AMIテクノロジーを使用すると、公益企業は、自動検針（AMR）システム、
メーターデータ管理（MDM）システム、顧客情報システム（CIS）、供給
障害管理システム（OMS）など、異なるシステムにまたがるプロセス指
向のエネルギーデータ/ビジネスデータを効果的に統合できます。これ
により、顧客サービスプロセスをより容易に自動化 /最適化できるようにな
ります。

AMIを使用すると、公益企業は以下の課題を達成できるようになります。
■ リモートでの検針（現地への訪問、移動時間、誤検針などの問題が
解消されます）

■ 実際の使用量データに基づいた請求業務
■ エネルギーデータの集計と転送の自動化
■ 最新プロファイルデータへのアクセスを利用した、顧客サービスへの
問い合わせ /クレームに対するより効果的な対処

■ リアルタイムの使用量データと電子的な顧客セルフサービス機能の
連携

■ リアルタイムでの現地状況の読み取りと、フィールドサービスの現場ス
タッフにまで拡張したエンタープライズシステムとによって実現する、よ
り効率的な障害特定と迅速なサービス復旧

■ 供給制限と供給停止 /供給再開命令の自動的な認識 /実施（強制徴収
の手段として使用）
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督促の実施は、AMIで顧客サービスのコスト効率を改善できることを示
す具体例の 1つに過ぎません。さまざまな調査により、支払行動と時間
の間には相関関係が存在することがわかっています。時間が経過する
につれて、顧客が債務の残高を支払う可能性が低くなるのです。こうし
た厄介な現象に対処するために、公益企業は回収戦略を実行していま
す。図3に示すように、このような戦略にはさまざまな督促手順が含まれ
ます。その最初のステップは、公益企業が顧客に連絡し、支払義務があ
ることを思い出させることです。それでもなお顧客が支払義務を果たさ
ない場合、公益企業は供給停止の警告を行い、その予告としてエネル
ギー供給量や負荷を減らします。そして、最終期限までに支払が行わ
れなかった場合は、供給停止命令を実行することになります。

通常、この供給停止（と供給再開）のプロセスには莫大なコストがかかり
ます。サービス技術者と保安要員が現地に赴いて、しかるべき作業を行
う必要があるからです。AMIテクノロジーを使用すると、このプロセス
を自動化できるため、コストの大幅な削減が期待できます。これに関連
した技術的な問題については、後ほど説明します。

市場の効率性と自動化
競争の促進を目的として公益事業市場に組み込まれた格好のエネル
ギー供給業者には、特定の役割の遂行と事業戦略の達成に意図的に
注力することが求められています。すなわち、優れた顧客サービスの
提供、信頼性の高いメーター/配電インフラの構築、検針サービスと付
加価値サービスの提供などの面で手本となるよう邁進しなければなりま
せん。また、このような市場を機能させるためには、公益企業も革新的
なビジネスネットワークの確立に努めなければなりません。このネットワー
クでは供給業者と配電網 /メーター基盤の運用者との間に、より効率的
な連携が要求されるため、公益企業は自動化された協同型のプロセス
と有効な情報システムを整備する必要があります。たとえば、ポータル
テクノロジー、コラボレーションツール、インテグレーションブローカー、
エネルギーデータ管理アプリケーション、集計された使用量情報を交換 /

監視する市場処理アプリケーションとリポジトリなどが挙げられます。
AMIを導入することで、双方向通信、大容量データの処理、ほぼリアル
タイムのデータ処理、ルール /コンテキストの処理、監査の追跡などの
機能を備えた次世代のプロセス指向データ交換基盤が整備され、こう
した要件を満たせるようになります。

支
払
行
動

時間

回収戦略

対策
■ 販売担当者への
 メールの送信
■ 督促状の送達
■ . . .

督促レベル3

督促レベル1

対策
■ 供給停止を警告する
 電話
■ 供給制限の実行

対策
■ 供給制限の実行
■ 供給停止プロセスの開始

督促レベル2

図 3： 督促レベルとフォローアップ活動の相関関係
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企業が AMIを実装している目的が、規制への準拠にあるとしても、特
定の市場状況をAMIテクノロジーの成功の可能性を探るための指標と
して利用することは可能です。AMIの導入が有効なのは、以下の状況
が 1つでも当てはまる市場です。
■ 政府機関からの規制により、資源節約と顧客保護が求められている
■ エネルギー需要の増加とコストの上昇により、エネルギーに関する責
任（効率、供給源など）の認知が広がっている

■ 収益率と収益に対する圧力により、顧客セグメンテーションの洗練と
サービスの差別化が促されている

■ 市場に同業他社が存在し、付加価値サービスが認知されている
■ より具体的なビジネスの焦点とパートナーシップにより、自動化された
協同型のプロセスの導入が促されている

■ よりボリュームの大きなデータが、より複雑なルールに従って、より頻
繁にやり取りされるようになってきている

■ 販売手法とサービスの質を高めるため、供給業者とインフラ運用者の
間で、共通のデータ交換標準、システムの相互運用性、一貫性のある
データ品質（SLA）などのサポートが必要とされている

■ 料金の回収率が低く、売上債権回転日数が長い

■ 供給障害復旧コストが高い
■ 供給停止 /供給再開コストが高い
■ 検針コストが高い
■ より体系的な要件が課されている（図 4参照）。たとえば、投資に見合
う世帯あたりの平均収益と使用量のしきい値、ピーク電力を十分にま
かなえる配電網において電子検針が行われている世帯数のしきい値、
公益企業が所有しアクセスできるメーターの数のしきい値など

北米とヨーロッパの市場ではこれらの状況の多くが見られるため、組織
が新しい課題に対処する上での基盤としてAMIを利用しやすくなって
います。ただし、地域ごとの相違も見逃してはなりません。ヨーロッパの
場合は、消費者、メーター、相互接続された配電ネットワークが密集して
おり、市場構造が複雑です。一方、北米の公益事業市場の場合は、メー
ターあたりの使用量が多い、ネットワークの容量制限が厳しい、回線の
距離が長い（人口密度が低いため）といった傾向が見られます。インフラ、
コスト、規制の状況は異なりますが、どちらの市場でもAMIのビジネス
ケースを作成できます。

AMIの地域別ビジネスケース

メーター数/
TRANSCO※

（100万）

メーター数/
DISCO※※

（1,000）

世帯あたりの
収益（$）

使用量/世帯
（MW/h）

使用量
（TW/h）

世帯数
（100万）

電子式
メーターの数
（100万）

全メーター数
（100万、電力）

DISCO
（電力）

TRANSCO
（電力）

北米 0.6 39 1,000 29 4,177 121 27 146 3,700 252
EMEA 3 86 450 12 3,172 223 65 273 3,145 92

100%

80%

60%

40%

20%

0%

出典：ABS Energy Research社、SAP
※TRANSCO：送電会社
※※DISCO：配電会社

図 4：北米市場とヨーロッパ市場の比較
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北米
ABS Energy Researchの調査によると、北米では 2005年の時点で
2,700万台の電子式メーターが設置されており、2010年までには新たに
2,500万台設置されると予測されています。さらに、北米地域の場合、
世帯あたりの平均収益が比較的高く、1,000ドルを超えています。

特に米国では、現在、テキサス、カリフォルニア、アイダホなどの各州で、
AMIのパイロットプログラムが実施されています。このほか、公益企業
に対し、法案の制定から18カ月以内に（つまり2007年 2月までに）顧客
に時間ベースの料金制度を提供することを求めた 2005年エネルギー
政策法（U.S. Energy Policy Act of 2005）も、AMIの普及を高める要因
となっています。米国市場では、次の考慮事項が特に重要です。
■ 需要のバランスを取るための新しい料金設定のサポート（公益企業の
インフラの能力に制限があり、負荷が限界に達しているため）

■ フィールドサービス業務の自動化とコストの抑制（インフラの老朽化と
遠隔地での供給障害復旧という課題を抱えているため）

ヨーロッパ
北米と比較すると、ヨーロッパでは世帯あたりの平均収益が約 400ドル
と低めです。ヨーロッパ市場では最大寿命 40年の物理式メーターが大
量に設置されていることにも注目してください。このことから、ヨーロッパ
の公益企業では、これらのメーターの寿命が切れるのに合わせて、徐々
にAMIへの移行を進めざるをえないということがわかります。販売 /顧
客サービスにおける以下の課題は、ヨーロッパのエネルギー供給業者
にとって特に重要です。
■ ビジネスネットワークとデータ交換の導入推進（公益企業は自由化によ
る複雑な市場構造に直面しているため）

■ 製品とサービスの差別化のサポート（市場参加者が非常に多いため）
■ 収益の保証手段のサポート（公益企業は支払に関する大きな問題を
抱えているため）

■ 需要バランスの確保（公益企業は、再生可能エネルギーの製造箇所
が分散しているという問題や、それと関連した最大負荷の問題に対
処していく必要があるため）

アジア太平洋
アジア太平洋地域におけるAMIの導入も、考慮すべき重要な問題です。
ABS Energy Researchの調査によると、中国は、水など資源の有限性
による需給問題の深刻化に対処するため、2010年までに約 1億台の電
子式メーターを導入する見込みです。中国やアジア太平洋地域の国々
における公益企業は、AMIについて的確なビジネスケースを作成でき
ます。

直面している市場や規制の課題に対処するため、世界各地の公益企業
がどの程度 AMIを活用することになるかは正確にはわかりません。し
かし、旧式のメーター基盤が寿命に達し、公益企業が代替手段を模索
するのに合わせて、市場でのAMIテクノロジーの採用が進むことは間
違いないでしょう。
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AMIを導入するためには、公益企業とエネルギー供給業者の IT環境
が特定の技術要件を満たす必要があります。図5に、メーター基盤とバッ
クエンドシステム間の詳細な通信関係を示します。この図から、これら
の要件が明らかになります。

このプロセスの最初のステップでは、顧客のメーターから適切な使用量
データと検針データを収集し、統合します。次に、このデータをメーター
基盤から保存用のデータベースに転送する必要があります。ただし、こ
の時点ではまだ、データ品質確保のための整合性検査や値置換処理は
実行しません。こうした処理の目的は、データ処理を不正中断させかね
ない疑わしい値を、決済/請求のプロセスにかけないようにすることです。
したがって、公益企業のバックエンドシステムがAMIシステムからデータ
を受信した後は、料金計算システムで実行すれば十分です。

AMRなどの従来のテクノロジーでも、こうした単一方向の通信は可能
です。しかし、AMIには、双方向通信というメリットがあります。この機
能は、情報をバックエンドシステムから特定のメーターに転送する必要
がある場合に役立ちます。たとえば、顧客からコールセンターにメーター
の値をすぐに読み取るよう依頼があった場合や、マスターデータに何ら
かの変更が生じた場合などです。

供給業者やネットワーク運用者の側でデータ品質を高める必要が生じ
た場合にも、AMIで対処可能です。AMIテクノロジーにより、検針デー
タのノルム定義、値の正確な測定、データ測定時刻の提供、期限の厳守、
法令や業界規制への準拠が可能になります。

AMIは、双方向通信と高品質なデータを提供するだけでなく、メーター
データの爆発的な増加にも対処できなければなりません（この点は、米
国のカリフォルニア州やカナダのオンタリオ州などで、TOU料金制度の
導入に際して懸念されています）。そのためには、前述のあらゆるチェッ
クに加えてインターバルデータもインポートする必要があるほか、課金 /

請求システムの可視性を大幅に向上させる必要もあります（たとえば、
個人の使用量パターンをWebベースのポータルで計算 /確認できるよう
にするなど）。公益企業は、AMIの導入によって、柔軟な顧客契約を提
供できるようになり、法規制の発展による料金構造の変更にも効果的に
対応できると期待しています。

AMIの技術要件

技術面のプロセス 事業面のプロセス

企業資産
管理

CRM/
請求処理

エネルギー資本
管理

ERP

テクノロジープラットフォーム

検針
システム
プラット
フォーム

集線装置

インテリジェント
通信デバイス

メーター

メーター

メーター

メーター

インテリジェント
通信デバイス

住
宅
の
検
針

法
人
の
検
針

※ Global System for Mobile Communications/
 General Packet Radio Service（汎用パケット無線システム）

無
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力
線
搬
送
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）
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M
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S
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換
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図 5：AMI対応のシステムアーキテクチャー
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enterprise SOAがAMIをサポートする仕組み
現在の ITは、ビジネスを成功させる上で、かつてないほど重要な役割
を果たしています。ITインフラ内で作成、管理、保持されているアプリ
ケーションとテクノロジーは企業におけるエンジンの役割を担っており、
これらがないとビジネスが立ち行かなくなります。そして多くの場合、市
場の変化に対応し、競争優位を維持できるかどうかは、企業の ITが、
AMIなどの新しいビジネス要件に迅速かつコスト効率の高い方法で対
処する能力を備えているかどうかにかかっています。

このところ、エンドツーエンドのプロセスが、さまざまな企業で重視され
るようになっています。そのため、ITは複数の組織やシステムをまたがっ
てユーザー /プロセス /情報をサポートするという大きな役割を担うこと
となりました。AMIの場合、そのプロセスはメーター情報の収集から請
求書発行 /支払にまで及びます。今、ITに求められているのは、分野ご
とに最良のものを選択して組み合わせた（ベスト・オブ・ブリード）ソリュー
ション群を統合する機能、企業の垣根を越えて効率よく通信する機能、
部門 /供給業者 /協力企業 /顧客間のコラボレーションを促進する機能
です。そして言うまでもなく、公益企業がAMIをビジネスに採用するた
めには、これらすべてをコスト効率の高い方法で行う必要があります。

ところが、ほとんどの公益企業やエネルギー供給業者の現在の IT環境
は、全社規模のアプリケーション、ベスト・オブ・ブリード・ソリューション、
ERPシステム、レガシーシステムなど、異種混在システムであるという厳
しい現実に直面しています。こうした状況が、変化に対応して新しいチャ
ンスをつかむ上で必要となる柔軟な統合を妨げているのです。

また、システム環境内で再利用性が欠如していることも問題です。一般
的な IT環境に組み込まれている緊密に統合されたビジネスエンジンは、
業務効率の向上を目的として、高パフォーマンスなトランザクション処理
を実現するために構築されています。変化のないビジネス環境の場合
はこれで十分ですが、実際にはそうはいきません。新しいビジネスパー
トナー、顧客、製品、またはサービスを統合するたびに、IT部門はコスト
のかかる非常に複雑な統合プロジェクトに取り組まなければならなくなり
ます。こうした IT環境では往々にして、ユーザーインターフェース、ビジ
ネスロジック、データの三者を明確に区別する取り組みが、当初よりほと
んど行われていないためです。

この問題を解決するのが、Webサービスのコンセプトです。Webサービ
スは、アプリケーション機能の一部を自己記述型の機能として独立させ
たものです。この機能は、業界標準に対応した各種のアプリケーション
から呼び出し、使用することができます。プログラマーはもう、柔軟性の
ないポイントツーポイント接続をアプリケーション間に設けるために時間
を費やす必要はありません。既存のアプリケーションコンポーネントを
Webサービスとして公開し、新たな目的に再利用することで、新しいプ
ロセスを迅速に低コストで連携させることができます。将来、新しいビジ
ネス要件に対処するために IT部門がプロセスに変更を加えたとしても、
Webサービスの動作自体は変わりません。このような形での再利用が
実現することで、変更管理も容易になり、組織の対応力が高まります。

SAPの enterprise SOAは、Webサービスの標準とサービス指向アーキ
テクチャーの基本理念を取り入れ、それらをエンタープライズビジネスソ
リューションの要件に合わせて拡張したものです。enterprise SOAの
大前提は、ビジネス活動やイベントが抽象化されるということです。これ
らは、エンタープライズアプリケーションの実際の機能をもとに、エンター
プライズサービスとしてモデル化されます。複数のWebサービスを組
み合わせて業務上意味のある固まりであるエンタープライズサービスと
して統合することによって、ビジネスシナリオを全社規模で自動化する際
に役立つビルディングブロックが生まれます。そして、エンタープライズ
サービスを活用すれば、IT組織でコンポジットアプリケーションを開発で
きるようになります。コンポジットアプリケーションとは、「新しい業務プロ
セスやシナリオをサポートする目的で、既存のシステムの機能と情報を
組み合わせて構築したアプリケーション」と定義されています。すべて
のエンタープライズサービスは、Webサービス標準を使用して通信を実
行し、セントラルリポジトリへの記録が可能であり、SAP NetWeaver®プ
ラットフォームなどのテクノロジーが提供するツールによって作成 /管理
されます。

SAP NetWeaverがenterprise SOAを 
サポートする仕組み
SAP NetWeaverでは、ITをビジネス要件に合わせて調整できるため、
新しいビジネスソリューションを迅速に構築できるだけでなく、既存の
IT投資から引き出せるビジネス上の価値が増大します。enterprise 
SOAの基盤であるSAP NetWeaverによって、現在の IT環境は、ビジ
ネスの変革に対応する戦略的環境へと進化するのです。
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複合プラットフォームであるSAP NetWeaverにより、IT部門は、モデル
ベースの開発手法でエンタープライズサービスを構成 /最適化できるよ
うになります。そして、これらのエンタープライズサービスを使用するこ
とで、既存の業務プロセスの拡張や新しい業務プロセスの開発 /展開
をとても簡単かつ迅速に行えるようになります。

多くの観点で、enterprise SOAへの取り組みは旅になぞらえることが
できます。実際、1つの巨大プロジェクトで ITの移行を行うのではなく、
プロジェクトごとに enterprise SOAベースのアプリケーションを実装し、
サービス指向の優れたアーキテクチャーに段階的に移行することがで
きます。そして、IT部門がこうした旅に出発できるように、SAPは共通
の ITプラクティスを特定し、ビジネスニーズをSAP NetWeaverベース
の ITソリューションと関連付けるためのテクノロジーソリューションマッ
プを提供しています。SAP NetWeaverは、各 ITプラクティスにおけるさ
まざまな主要 ITアクティビティをサポートします。いずれの ITアクティビ
ティも、SAP NetWeaverの統合コンポーネントを使用して、柔軟かつ段
階的に、低コストで実行できます。このアプローチにより、IT部門は、緊
急の ITニーズに重点的に対応しながら、より高い柔軟性とオープン性
を備えた enterprise SOAに移行していくことができます。このアプロー
チは、公益企業がAMIに移行する際に特に検討の価値があります。

オープンテクノロジープラットフォームであるSAP NetWeaverは業界標準
に基づいているため、広く普及している Java 2 Platformや Enterprise 
Edition（J2EE）などの開発ツールを使って拡張可能です。これにより、
IT環境全体がシンプルになり、総所有コスト（TCO）も削減されます。ま
た、SAP NetWeaverは、さまざまな統合技術を単一のプラットフォーム
上に集約するため、システム統合の手間が大幅に削減され、ミッション
クリティカルな業務プロセスの信頼性、安全性、拡張性が確保されます。

enterprise SOAとAMI：2つの実装例
ここでは、2つの例を取り上げ、enterprise SOAでAMIを実現する方
法を説明します。

供給停止/供給再開プロセス
SAP NetWeaverとenterprise SOAはAMIの双方向通信機能をサポー
トしています。これを利用することで、支払の滞納がないかを監視したり、
不正使用を防ぐために供給を停止したりできます。また、滞納分の支払
が完了した際、直ちに供給を再開することもできます。このプロセスは、
AMIが導入されていたとしても、enterprise SOAのサポートがなけれ
ば、各ステップの実行ごとに数日を要することもあります。

プロセス：

1.  回収活動

2. 顧客への連絡

3. 供給停止

4. 顧客への連絡

5. 顧客による支払

6. 供給再開

ベンダーの
AMI_1

サービス6*

サービス5

サービス3

サービス2

サービス1

ベンダーの
AMI_2

ベンダーの
AMI_n

A,B,F

C,F

A,B

A,B,C,F

サービス
リポジトリ

Gö 6* L&G 6* It 6*

AMI_1
AMI_2
AMI_3

システム管理
ツール

さ
ま
ざ
ま
な
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
ー

統合レイヤー

配信されるXMLコンテンツ：
A. 供給停止文書の番号
B. 依頼番号
C. 配信先
D. 機器の番号
E. マテリアル番号
F. コマンド

構成

図 6： 供給停止 /供給再開プロセスの例

6
5

4
3

2
1

必要なXMLコンテンツ：
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簡単にまとめると、このプロセスは以下のステップから成り立っています。
1.  回収活動
2.  顧客への連絡
3.  供給停止
4.  顧客への連絡
5.  顧客による支払
6.  供給再開

供給の停止と再開は、顧客の IT環境外にある電子式メーターにより行
われます。滞納料金回収センターが督促を行って書面または電話で顧
客に連絡を取った後、公益企業からこの電子式メーターに自動的に情
報を送信し、供給を停止します（3）。支払が行われたら、顧客情報シス
テムによって開始される自動プロセスを通じて、供給を再開できます（6）。

このプロセスを実現するには、IT環境にいくつかの機能コンポーネント
が必要になります。料金を滞納している顧客を特定する滞納料金回収
センター機能、滞納と支払の自動記録機能、顧客への連絡を自動化す
るCRM機能、供給停止 /供給再開信号を送信するメッセージ交換機能
を備えたバックエンドシステムなどです。現行のエンタープライズアプリ
ケーション統合手法を用いて、関連するさまざまなシステムを統合する
には、莫大なコスト、ハードコーディングされたファンクションコール、膨
大なリソースが必要となりますが、enterprise SOAのサービス指向の
手法を使用すると、各コンポーネントはWebサービスとして公開される
ため、目的に応じて迅速に統合することができます。

図 6では、AMIテクノロジーを利用した供給停止 /供給再開プロセスに
関係する、技術的な詳細の一部を示しています。供給再開ステップには、
標準化されたXMLメッセージを作成できるWebサービスが必要です。
このXMLメッセージには、検針番号、機器の番号、供給停止文書の番
号など多くの情報が含まれます。各パートナーは、この情報をもとに供
給再開処理を行います。パートナーがこのプロセスに参加するためには、
XMLメッセージを作成できるWebサービスが、エンタープライズサービ
スリポジトリに格納されている必要があります。これらのWebサービス
のすべてが、完全に同一な情報を扱うとは限りません。図 6に示すよう
に、一部の情報だけを使用するWebサービスもあります。

バックエンドシステムとAMIコンポーネントの間の通信がシステム管理
ツールを通じて制御されている場合でも、システム管理ツールに転送さ
れるのは必要なコンテンツだけであるため、Webサービスの正確な複
製は必要ありません。WebサービスでXMLメッセージが作成されると、
SAP NetWeaver Process Integration（SAP NetWeaver PI）コンポーネ
ントは、該当する情報を独立した統合レイヤーでさまざまなAMIシステ
ムに配布します。この仕組みは、大規模な公益企業でよく見られます。

前述のようなアーキテクチャー上の相違に関係なく、SAP NetWeaver 
PIの一部として提供される直感的なグラフィカルツールを使用して、送
信元 /送信先インターフェースのマッピングや、対応するメッセージの関
連付けを行うことができます。SAP NetWeaver PIを使用すると、柔軟性
が大きく高まるだけでなく、実装の手間をかなり省けるため、新しい
AMIパートナーの受け入れ作業や、顧客別のニーズに応じたプロセス
の変更作業が格段に容易になります。

プロファイルデータの管理と複雑な請求処理
公益企業が、顧客別のニーズを満たす差別化サービスを提供するには、
正確でタイムリーな顧客プロファイルデータが不可欠です。実際に、
2005年エネルギー政策法（U.S. Energy Policy Act of 2005）では、米国
内のすべての一般顧客に時間帯別（TOU）料金制度を導入するよう義
務づけています。これはつまり、シーズン（冬、夏、移行期間）ごとで期間
を区切った使用パターン、曜日ごとの使用状況（平日 /週末）、ピーク時 /

オフピーク時の使用状況を容易に特定できるように、公益企業はすべて
の一般顧客の詳細な消費行動データを確保しなければならないというこ
とです。さらに公益企業は、このプロファイルデータに基づいて、使用量
別に異なる料金を割り当て、その情報を最終的な請求書に記載して顧
客に通知する必要もあります。この仕組みにより、顧客はエネルギーの
使用方法を十分な情報に基づいて適切に判断できるようになります（大
きな洗濯機やエアコンは、エネルギー単価の安いオフピーク時に使用
するなど）。また、公益企業にとっては、特定の時間帯に急増する需要
が別の時間帯に分散されるようになるため、発電能力の使用状況が最
適化され、新たな発電能力への投資が不要になります。
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複数拠点の統合にかかる費用を妥当と見なせるような大規模な顧客向
けには、すでにこのレベルのデータ転送、管理、分析の仕組みは十分
に確立されています。しかし、この機能を一般顧客にまで広げようとす
ると、これまでは莫大なコストが必要でした。
enterprise SOAを利用したAMIであれば、顧客サイトと公益企業の
バックエンドシステムとの間の通信が容易になり、リアルタイムの顧客プ
ロファイルデータを低コストでアップロード /分析できるようになるため、
コスト面の課題が解決されます。このプロセスのステップは以下のとお
りです。
1.  プロファイルのアップロード
2.  検証
3.  置換値の作成
4.  プロファイルデータの管理
5.  複雑な請求処理

このプロセスは、AMIを介して、該当する情報を顧客のメーターから公
益企業のバックエンドシステムにアップロードすることから始まるため、
関連する全システムのシームレスな統合が不可欠です。タイムスタンプ、
測定値の正確性、法令や市場の規定の遵守、処理速度と一貫性など、
データ品質に関する要件を満たす必要があるためです。これら2つの
システムの迅速かつシームレスな統合は、データのアップロード /ダウン
ロード機能をWebサービスとして公開できるenterprise SOAのアプロー
チを通じて実現できます。また、一貫性チェック、置換値の作成、複雑な
請求処理のステップをWebサービス経由でサポートしたり、これらのス
テップをさまざまな形でプロセスに組み込んだりすることも可能です。こ
の例の最後のステップでは、請求処理システムが、公益企業のバックエ
ンドシステムに格納された目的のメーター /使用量データにアクセスし、
時間帯に基づいて請求書を作成します。

 

分析

1 3 4 52 プロセスのステップ：

1.  プロファイルのアップロード

2. 検証

3. 置換値の作成

4. プロファイルデータの管理

5. 複雑な請求処理

SAP NetWeaver

プラットフォーム・
プロセス・コンポーネント

AMI SAP
ソフトウェア

企業

サービス
リポジトリ

顧客データ 顧客データ顧客データ

図 7： エネルギーデータ管理
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公益企業は、エネルギー市場の自由化に直面しており、政府規制に従っ
てこれまでの仕組みを変革することを求められています。こうした状況
下で、AMIは、従来の検針 /データ交換テクノロジーにはない多様な
機能や仕組みをもたらし、公益企業の競争力維持を支援します。ただし、
AMIを低コストで導入 /運用できる適切な ITインフラが構築されてい
なければ、市場で求められている柔軟な料金オプションを公益企業が
提供するのは困難です。AMIのデータ管理とリアルタイム通信の要件
を満たすには、顧客と公益企業の間のコミュニケーション/コラボレーショ
ンを促進し、公益企業の IT環境内のシステムや企業外のシステムの相
互運用性を大幅に高める必要があります。つまり、成功を収めるには、
強力で適応性の高い ITインフラでAMIをサポートする必要があるの
です。

SAP NetWeaverとenterprise SOAを基盤とするSAPの公益企業向け
ソリューション（SAP for Utilities）を利用すると、AMIおよび革新的な
業務プロセスを導入して、販売 /顧客サービスのパフォーマンスを向上
させることができます。SAPのソフトウェアはAMIの導入と活用を支援
し、顧客サービスのコスト効率を向上させ、ビジネスネットワークでのデー
タ交換を自動化し、最終的に収益の最大化と市場ニーズへの適応をサ
ポートします。SAP NetWeaverでは、既存のアプリケーション /インフラ
のコンポーネントをWebサービスとして公開することにより、より容易か
つ迅速に低コストで統合作業を行うことができます。また、業界標準を
使用することにより、顧客と連携してAMI関連プロセスをサポートし、
今日の市場規制および法規制で求められているリアルタイム情報を提
供することもできるようになります。

SAP for Utilities
業種別ソリューションポートフォリオであるSAP for Utilitiesは、SAPの
30年を超える業界での経験を活かし、公益事業に固有の重要なビジネ
ス領域でエンドツーエンドのプロセスサポートを提供します。SAP for 
Utilitiesでは、enterprise SOAとSAP NetWeaverを活用することで、
法規制の変更に対処できる高い柔軟性を提供し、ビジネスと市場の標
準化を促進します。SAPのソフトウェアは、世界 70カ国の 1,000を超え
る公益企業（電気、ガス、水道）で使用されています。

関連情報
柔軟なサービスベースの ITインフラ（AMIなどの新しいニーズに対処
可能なインフラ）の導入に関するSAPの支援内容については、SAP担
当者にお問い合わせいただくか、以下のWebサイトをご覧ください。
http://www.sap.com/japan/industries/utilities/

サマリー
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